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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第26期

第１四半期
累計期間

第27期
第１四半期
 累計期間

第26期

会計期間
自 2023年３月１日
至 2023年５月31日

自 2024年３月１日
至 2024年５月31日

自 2023年３月１日
至 2024年２月29日

売上高 (千円) 571,686 474,589 2,205,457

経常損失（△） (千円) △78,624 △45,696 △371,162

四半期（当期）純損失（△） (千円) △78,837 △45,868 △1,281,854

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 401,160 401,160 401,160

発行済株式総数 (株) 2,963,000 2,963,000 2,963,000

純資産額 (千円) 2,680,476 1,431,560 1,477,429

総資産額 (千円) 3,352,624 1,769,132 1,646,593

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △26.61 △15.48 △432.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 80.0 80.9 89.7
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等については記載

しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

 
 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症が克服されていく中、高い賃上げ率によ

る実質賃金の改善が期待されたことから、個人消費は緩やかな回復基調となりました。また、インバウンド需要の増

加や世界的なIT関連需要の回復も我が国の景気にとって追い風となっております。その一方で、ロシアによるウクラ

イナ侵攻及びロシアに対する経済制裁、世界的なインフレ対応のための各国の金融引き締め、これに伴う円安の影響

によりエネルギー価格や物価は高止まりの様相を呈しており、家計の節約志向が強まることで個人消費が低迷するリ

スクが懸念されます。

これらの結果、当第１四半期累計期間における業績は売上高474,589千円（前期比17.0％減）、営業損失45,927千

円（前期は営業損失77,832千円）、経常損失45,696千円（前期は経常損失78,624千円）、四半期純損失45,868千円

（前期は四半期純損失78,837千円）となりました。

当社の事業セグメントは、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載

のとおり、単一の事業セグメントでありますが、販売チャネルを区分した売上高の概況は次のとおりであります。

 
① TV通販

当販売チャネルには、TV通販番組にて販売するため、TV通販番組運営会社に対する商品の売上が含まれます。

当第１四半期累計期間の売上高は163,030千円（前期比28.1％減）となりました。TV通販におきましては、ラジオ

媒体での商品販売の強化、テレビ放送での訴求内容・演出のリニューアルの実施により、売上高の向上に取り組

んでおります。なお、クリーン系商品の掃除用クロス「パルスイクロス」、ビューティ＆ヘルス系商品のゴムを

使用したピーリングタオル「ゴムポンつるつる」、クリーン系商品のエアコン掃除用品「エアコンクリーナーAg

消臭プラス」等の商品が売上上位商品となっております。

 

② ベンダー販売

当販売チャネルには、量販店において店頭で販売するため、量販店に対する商品の売上が含まれます。当第１

四半期累計期間の売上高は86,684千円（前期比45.0％減）となりました。ベンダー販売におきましては、現在、

既存取引のなかったカテゴリーの販路拡大と、店頭実演の実施、実演販売士のおすすめ商品コーナーを店舗に設

置するなどの施策で、売上高の向上に取り組んでおります。なお、ビューティ＆ヘルス系商品の滑車を使った骨

盤ベルト「骨盤整隊カシャーン」、ゴムを使用したピーリングタオル「ゴムポンつるつる」等の商品が売上上位

商品となっております。

 

③ インターネット通販

当販売チャネルには、インターネット上のショッピングモールでの商品の売上が含まれます。当第１四半期累

計期間の売上高は188,359千円（前期比35.7％増）となりました。インターネット通販におきましては、モール内

外において骨盤整隊カシャーンの広告を強化し、当該商品の売上高アップを達成、また各モール内での取り扱い

商品数を増やすべく、クラウドファンディング事業「わくたん」から、NB商品の仕入れを進め、売上高の向上に

取り組んでおります。なお、ビューティ＆ヘルス系商品のゴムを使用したピーリングタオル「ゴムポンつるつ

る」、ビューティ＆ヘルス系商品の滑車を使った骨盤ベルト「骨盤整隊カシャーン」、キッチン系商品の牛刀

「鎬」等の商品が売上上位商品となっております。
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④ セールスプロモーション

当販売チャネルには、企業等からのプロモーション活動や社内教育に関する依頼に基づいた動画の制作、又は

実演販売士の派遣及び動画への出演による売上が含まれます。当第１四半期累計期間の売上高は、24,466千円

（前期比29.7％減）となりました。コロナ禍前のイベント案件数までの回復には至らないものの、動画制作案件

の受注は好調に推移しております。

 

⑤ デモカウ

当販売チャネルには、当社が消費者へ直接商品を販売するための当社直営店舗「デモカウ」及びECサイト「デ

モカウ」の売上が含まれます。当第１四半期累計期間の売上高は、11,372千円（前期比16.2％減）となりまし

た。実店舗においては、お客様及び従業員の安心安全を確保するため新型コロナウイルスの感染対策を徹底した

上で営業活動を行っております。なお、ビューティ＆ヘルス系商品の滑車を使った骨盤ベルト「骨盤整隊カ

シャーン」や、ビューティ＆ヘルス系商品のゴムを使用したピーリングタオル「ゴムポンつるつる」等の商品が

売上上位商品となっております。

 
⑥ その他

当販売チャネルには、社内販売制度に基づいた売上等が含まれます。当第１四半期累計期間の売上高は、677千

円（前期比649.6％増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて122,539千円増加し、1,769,132千円となりま

した。流動資産は、前事業年度末に比べて127,783千円増加し、1,573,495千円となりました。主な要因は、売掛金

が52,016千円、棚卸資産が114,930千円増加した一方で、現金及び預金が19,739千円減少したことによるものであり

ます。固定資産は、前事業年度末に比べて5,243千円減少し、195,637千円となりました。

当第１四半期会計期間末における負債総額は、前事業年度末に比べて168,408千円増加し、337,572千円となりま

した。流動負債は、前事業年度末に比べて167,887千円増加し、320,282千円となりました。主な要因は、買掛金が

137,685千円、未払費用が38,877千円増加したことによるものであります。固定負債は、前事業年度末に比べて520

千円増加し、17,289千円となりました。主な要因は、退職給付引当金が555千円増加したことによるものでありま

す。

当第１四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べて45,868千円減少し、1,431,560千円となりまし

た。主な要因は、四半期純損失の計上により利益剰余金が45,868千円減少したことによるものであります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社コパ・コーポレーション(E35554)

四半期報告書

 4/17



 

(4) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第１四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客

観的な指標等について重要な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 
(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,600,000

計 9,600,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年７月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,963,000 2,963,000
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数は100株であります。

計 2,963,000 2,963,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年３月１日～
2024年５月31日

－ 2,963,000 － 401,160 － 389,160

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2024年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2024年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

 

100
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,602
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。な
お、単元株式数は100株であります。

2,960,200

単元未満株式
普通株式

－ －
2,700

発行済株式総数 2,963,000 － －

総株主の議決権 － 29,602 －
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2024年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱コパ・コーポ
レーション

東京都渋谷区恵
比寿南２丁目23

番７号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00
 

（注）当第1四半期会計期間末日現在の自己株式数は124株となっております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2024年３月１日から2024年５月

31日まで)及び第１四半期累計期間(2024年３月１日から2024年５月31日まで)に係る四半期財務諸表について、應和監

査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年２月29日)
当第１四半期会計期間
(2024年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 883,312 863,572

  電子記録債権 12,161 -

  売掛金 137,726 189,742

  棚卸資産 362,493 477,424

  前渡金 1,415 18,588

  前払費用 9,997 16,434

  前払金 2,200 3,080

  未収入金 686 966

  未収消費税等 36,310 4,279

  貸倒引当金 △591 △592

  流動資産合計 1,445,712 1,573,495

 固定資産   

  有形固定資産 20,655 19,505

  無形固定資産 173,647 169,553

  投資その他の資産 6,578 6,578

  固定資産合計 200,880 195,637

 資産合計 1,646,593 1,769,132
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年２月29日)
当第１四半期会計期間
(2024年５月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 48,698 186,383

  未払金 45,912 44,806

  未払費用 22,793 61,671

  未払法人税等 1,013 1,624

  前受金 174 715

  預り金 3,627 4,108

  契約負債 3,480 3,348

  賞与引当金 26,693 17,623

  流動負債合計 152,394 320,282

 固定負債   

  退職給付引当金 8,290 8,846

  資産除去債務 7,617 7,618

  長期未払金 71 35

  繰延税金負債 789 789

  固定負債合計 16,768 17,289

 負債合計 169,163 337,572

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 401,160 401,160

  資本剰余金 389,160 389,160

  利益剰余金 687,446 641,578

  自己株式 △337 △337

  株主資本合計 1,477,429 1,431,560

 純資産合計 1,477,429 1,431,560

負債純資産合計 1,646,593 1,769,132
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自  2023年３月１日
　至  2023年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自  2024年３月１日
　至  2024年５月31日)

売上高 571,686 474,589

売上原価 368,267 219,068

売上総利益 203,419 255,521

販売費及び一般管理費 281,252 301,449

営業損失（△） △77,832 △45,927

営業外収益   

 受取利息及び配当金 0 0

 還付加算金 - 164

 その他 2 200

 営業外収益合計 2 364

営業外費用   

 支払利息 300 -

 為替差損 - 46

 売掛債権譲渡損 168 59

 その他 325 26

 営業外費用合計 794 132

経常損失（△） △78,624 △45,696

税引前四半期純損失（△） △78,624 △45,696

法人税等 212 172

四半期純損失（△） △78,837 △45,868
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期累計期間

(自 2024年３月１日 至 2024年５月31日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に法定実

効税率を乗じた金額に、繰延税金資産の回収可能性を考慮して計算しておりま

す。なお、法人税等は法人税等調整額を含めた金額であります。
 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2023年３月１日
至 2023年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年３月１日
至 2024年５月31日)

減価償却費 3,501千円 12,476千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、実演販売関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第１四半期累計期間(自 2023年３月１日 至 2023年５月31日)

販売チャネル別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

 
販売チャネル 金額(千円)

TV通販 226,737

ベンダー販売 157,653

インターネット通販 138,807

セールスプロモーション 34,821

デモカウ 13,575

その他 90

合計 571,686
 

 
 

当第１四半期累計期間(自 2024年３月１日 至 2024年５月31日)

販売チャネル別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

 
販売チャネル 金額(千円)

TV通販 163,030

ベンダー販売 86,684

インターネット通販 188,359

セールスプロモーション 24,466

デモカウ 11,372

その他 677

合計 474,589
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2023年３月１日
至 2023年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年３月１日
至 2024年５月31日)

 １株当たり四半期純損失 26円61銭 15円48銭

（算定上の基礎）   

 四半期純損失（千円） 78,837 45,868

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る四半期純損失（千円） 78,837 45,868

 普通株式の期中平均株式数（株） 2,962,908 2,962,876
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年７月12日

株式会社コパ・コーポレーション

取締役会  御中

 

 應和監査法人
 

 東京都千代田区
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 堀　友善  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 土居　靖明  

 

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コ

パ・コーポレーションの２０２４年３月１日から２０２５年２月２８日までの第２７期事業年度の第１四半期会計期間

（２０２４年３月１日から２０２４年５月３１日まで）及び第１四半期累計期間（２０２４年３月１日から２０２４年

５月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コパ・コーポレーションの２０２４年５月３１日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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